
4月18日 火
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一
部を改正する法律案（衆院・特別委員会）与党審議傍聴・抗議集会

4月19日 水
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一
部を改正する法律案（衆院・特別委員会）野党審議傍聴・抗議集会
事務局次⻑会議
第１回国⺠集会実行委員会

4月20日 木
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一
部を改正する法律案（衆院・特別委員会）参考人質疑傍聴・抗議集会

4月21日 金 全労連社会保障闘争本部会議
マイナンバー制度反対連絡会拡大事務局会議

4月25日
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一
部を改正する法律案（衆院・特別委員会）採決傍聴
全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を
改正する法律案（参院・厚労委員会）審議傍聴
２５日宣伝

4月26日 水 第９回代表委員会

4月27日 木
全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を
改正する法律案（参議院厚労委員会）参考人質疑傍聴
保団連・保険証廃止法案は撤回を！国会内集会

4月28日 金 ７５歳以上医療費窓口負担２割化反対４団体共同会議
5月1日 月 メーデー
5月3日 水 憲法集会
5月8日 月 介護７団体打ち合わせ

社会保障入門テキストテキストチーム事務局会議
5月9日 火 全国介護学習交流集会第３回事務局会議
5月10日 水 運営委員会

第５０回中央社保学校現地打ち合わせ

5月11日 木
全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を
改正する法律案（参議院厚労委員会傍聴）
社会保障誌編集委員会

5月12日 金 「保険証廃止法案の撤回を」5月12日（金）国会アクション
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一
部を改正する法律案（参院・特別委員会）傍聴
マイナンバー制度反対連絡会拡大事務局会議

5月14日 日 巣鴨宣伝

中央社保協 ２０２２年度活動日誌
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中央社保協国保部会
2023年4月17日（月曜日）

国⺠健康保険制度
めぐる動向と課題について

神奈川自治労連 神田敏史

新型コロナウイルス感染症の５類へ移行について

2
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新型コロナウイルス感染症影響による所得減少に対する
減免措置への財政支援の廃止

2022年度の保険料（税）賦課までで財政支援は終了し、国⺠健康保険財政調整交付⾦によ
る財政支援（全額）が⾏われる。国通知の解釈によるが、市町村で減免対象とする保険料税
が異なってしまう可能性がある。

● 国通知では2023年3⽉末（2022年度内）までの資格届出（遡及）により、普通徴収の納期限が
2023年度となってしまう2022年度分の保険料（税）も、財政支援になるとしている。

● これを厳格にとらえると、2023年4⽉以降に資格届出（遡及）を⾏った場合の2022年度分の保険料
（税）減免は不可。また、4⽉以降、減免申請そのものを受付しない市町村が出てくることも考えられる。

●特に納期未到来分のみを減免の対象としている市町村は、そうした対応をすることが考えられる。

● 国通知は、「対象は2022年度分の保険料（税）」「2023年度の財政調整交付⾦」としていることを
広く解釈すると「2023年12⽉末までに減免決定を⾏った2022年度保険料（税）」ととらえることがで
きる。

新型コロナウイルス感染症罹患に伴う傷病⼿当⾦支給廃止

2023年5⽉7⽇発症分にかかる傷病⼿当⾦までが財政支援の対象となるが、これも条例や規
則の規定方法では、対象範囲が狭まる可能性がある

● 国通知では2類の期間（2023年5⽉7⽇）までに新型異なウイルス感染症に罹患し、無給の休職期間
が⽣じた場合は、それにかかる傷病⼿当⾦に対し財政支援を⾏うとしている。

● 国が2020年5⽉に⽰した条例参考例では、規則で定める傷病⼿当⾦の「支給開始⽇」をもって期間の
終期を定めることとなっていることから、国通知の終期をそのまま規則で⽇付として定めることは困難。

●「5⽉7⽇までに新型コロナウイルス感染症に罹患し傷病⼿当支給される支給開始⽇」との規定が国通
知のとおりとなるが、市町村によっては単純に「5⽉7⽇」とする可能性がある

● 昨年も5⽉連休中に罹患し、連休後に無給の休暇期間となる者は多かったことから、単純に「5⽉7
⽇」としないようにすることが重要である。

第８回国保部会3
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国⺠健康保険における傷病⼿当⾦をどうするか

財政支援が打ち切られることから、市町村は条例規定を⾒直す（改正して廃止）動きが、
全国的に出てくることになるがどうするか。

● 傷病⼿当⾦の支給対象がある限りは規定を存続する必要はある。傷病⼿当⾦の請求時効は支給を受け
る権利が発⽣してから2年ある。その間は、傷病⼿当⾦の届出は可能なことから規定は存続する必要はあ
る。2023年5⽉7⽇に罹患した場合の支給開始⽇は5⽉10⽇。傷病⼿当⾦は最⼤1年間半支給されること
から、2024年11⽉9⽇までの分は傷病⼿当⾦の支給がでる可能性はある。

● 2024年1⽉から、被⽤者保険制度（協会健保や共済、健保組合）に準じて、産前産後の国⺠健康保
険料（税）減免が「異次元の対策」として実施されるが、これは、請負（雇⽤）労働者の増⼤や「多様
な働き方」に伴う短時間労働者、ジョブ型雇⽤の普及によって、今後、雇⽤労働者が被⽤者保険から国
⺠健康保険に流れてくることも⾒越したものとみることができる。

● 地域経済活性化という視点からも、国⺠健康保険における傷病⼿当⾦の支給は必要ではないか。

全世代型社会保障制度改革

6
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こどもの保険料均等割の軽減措置の実施
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出産育児一時金（出産費・家族出産費）

11

出産費・家族出産費が50万円に引上げ

出産育児一時金（出産費・家族出産費）が、現行の42万円（うち産科医療保障制度負担1万2000

円）から、50万円に2023年4月の分娩分から引上げる政令改正が2023年1月24日に閣議決定され
た。
2023年度は、健康保険では財源の一部（5000円）を国費負担する方向が出されていますが、2024

年度以降は、世代間の財政調整として、後期高齢者医療制度による負担が検討されています。

● 出産育児⼀時⾦の額については、前回の引き上げ時は、「公的病院」の平均出産費⽤を勘案し、設定。

● 出産費⽤は年々上昇する中で、平均的な標準費⽤を全て賄えるようにする観点から、「全施設」の
平均出産費⽤を勘案するとともに、近年の伸びを勘案し、直近の出産費⽤も賄える額に設定する。

● 以上より、48.0万円（令和４年度の全施設平均出産費⽤の推計額（※））＋1.2万円（産科医療補償
制度の掛⾦）＝49.2万円となるため、出産育児⼀時⾦の額は、2023年４⽉から、全国⼀律で、50万
円とする。

第８回国保部会7
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この間の分娩費用の引上げの動き

出産（妊娠満12週（85日以上。死産・流産問わず。）に要する費用は、帝王切開等の特別な措置

を要する分娩の場合は、公的医療保険の対象となりますが、それ以外の正常分娩の場合は、公的
医療保険の対象とならず、全額が本人負担となり、少子高齢化の動きや産科医や助産師・看護師
等の不足から、「市場原理」が働き、段階的に引上がっています。（「産科医療保障制度」は、産科
医が訴えられた場合の補償する制度。） 従って、段階的に上げるべきところ、今回は一機に８万円
も引きあげています。

後期高齢者医療制度で賄う仕組み
2023年度は増額となる費用の一部（5000円）を公費補助する仕組みが予算措置されるが、2024年

度以降は、出産費負担を後期高齢者医療制度で負担する（半額（使用者側）の7％）し、後期高齢者
医療制度支援金と相殺されるしくみが検討されています。

後期高齢者医療制度は、後で触れる「現役世代配慮」のための負担増大とあわせ、今後、保険料
負担が大きく伸びていく可能性があります。

第８回国保部会8
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後期高齢者への負担転嫁も国保保険料は増に

後期高齢者医療制度からの負担調整の仕組みや交付税措置（出産育児一時金の3分の２）によっ
て軽減される部分もありますが、国民健康保険の加入者に対する負担増も影響もあります。

こどもの医療機関窓口負担の軽減の動きと
地方単独事業へのペナルティ措置の見直し

● 岸田内閣の異次元の少子化対策を背景にしながら、地方段階ではも東京都や静岡県をほ
じめ、全国的に小児医療費助成の対象年齢を高校卒業まで引き上げる動きが強まっいる。

● 統一地方選挙でも重要な政策のひとつとして自民党や公明党もあげているが、地方団体側
は本来は政府によって実施すべき事業として強く要求している。

● あわせて、地方単独事業を実施した際の国民健康保険の国庫補助において削減措置（医療
費波及増に対するペナルティ措置。最大15％削減）についても、その廃止を求める要望が強く出
されている。

● 政府は、そうした声を受け、高校生までペナルティを課さない（2018年度以降は未就学児ま
で）方向で調整が図られている。

第８回国保部会9
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オンライン資格確認とマイナンバーカードの保険証利用

17
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オンライン資格確認による特定健診等データの第三者閲覧

特定健診や薬剤情報、限度額認定情報の閲覧等について、オンライン資格確認・医療情報化支
援基金関係の医療機関等向けポータルサイトでは次のように答えています。情報収集の手間は大
きく、その入手データもタイムラグが多くあります。なお、災害発生時には、本人同意なく入手となり、
どの医療機関でも入手することは可能です。

Q 薬剤情報や特定健診情報の閲覧要求については、来院の都度、マイナンバーカードでの同
意確認が必要ですか。

A. 同意情報登録後の 24 時間に限り、オンライン資格確認等システムにて薬剤情報・特定健診情報
の閲覧が可能です。そのため、前回の来院から24時間経過後であれば、再度マイナンバーカード
にて同意を取得する必要があります。

Q. 大規模災害時における薬剤情報・特定健診情報の取得についても、本人同意確認が必要でしょう
か。

A. 患者の意思が確認できず、生命・身体の保護のために閲覧が必要な場合を除き、本人同意確認は
必要です。なお、大規模災害時には、マイナンバーカードの利用がなくとも、薬剤情報・特定健診情
報の閲覧が可能な機能を提供いたします。 当機能を医療機関等職員が操作することで、患者が同
意を行った状態と同じ状況で取得・閲覧が可能となります。

マイナンバーカードの保険証一体化

第８回国保部会12
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発行済み保険証の取扱いについて

マイナンバーカード保険証利用による保険証廃止の問題点

昨年秋の2025年秋の保険証廃止の発表は、内閣府及び総務省、デジタル庁がマイナンバーカー
ド普及と自治体DX推進にむけ一方的に決めたもの。厚生労働省は、保険証廃止による問題点の解

決に向けた手立てをとりきれずにいる。また、その考えられる手立てを行う場合、市町村と医療保険
者負担は相当にものとなることは明らか。

● 国民皆保険制度を崩壊させかねない。
個人情報の第三者取得を危惧しマイナンバーカードを取得しない者、事情があって取得できて

いない高齢者や障がい者、乳幼児等を公的医療制度から排除する。
オンライン資格で医療給付を受けることの対応ができない生活保護受給者や、公的医療保険未

加入者（無保険者）等を公的医療制度から排除する。
● オンライン資格確認システムが機能していない。

被保険者資格の取得・喪失の情報連携が、事業主都合等で正確かつ迅速には行われず、医療
機関で情報連携できない（資格確認できない）状況が生じている。

国保では「保険証交付日」が「資格適用日」となるなど各保険者のオンライン資格確認システム
と医療保険者向け中間サーバーの情報連携においてシステム上の課題が発生し多数のエラーが
発生している。

市町村実施の小児や母子、障がい者等への医療費助成事業等はオンライン資格確認では対応
不可しておらず、別途受給者証の交付と保険証資格突合の手間が発生する。

第８回国保部会13
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保険料水準の統一について

25

法定外繰入解消と統一保険料水準を法制化

(都道府県国民健康保険運営方針)

国民健康保険法第82条の2 （略）

２ 都道府県国民健康保険運営方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

①国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通しに関する事項

②当該都道府県内の市町村における保険料の標準的な算定方法及び保険料の水準の平準化に関
する事項

③当該都道府県内の市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事項

④当該都道府県内の市町村における保険給付の適正な実施に関する事項

３ 都道府県国民健康保険運営方針においては、前項に規定する事項のほか（以下略）。

４ 都道府県は、当該都道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康保険に関する特別会計にお
ける財政の状況その他の事情を踏まえ、その定める都道府県国民健康保険運営方針において、第２
項第1号に掲げる事項として当該都道府県及び当該都道府県内の市町村の国民健康保険に関する特
別会計における財政の均衡を保つために必要な措置を定めるよう努めるものとする。

第８回国保部会14
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か
か

わ
ら

ず
負

担
能

力
が

高
く

な
い

高
齢

者

や
無

業
者

層
が

多
い

た
め

、
保

険
料
（

税
）

が
よ

り
高

く
な

る
と

い

う
状

況
を

生
み

出
し

て
い

ま
す

。

な
ん

で
こ

ん
な

に
高

い
ん

だ
ろ

う
？

0
1

そ 　
今

、国
保

を
め

ぐ
っ

て
は

負
担

能
力

を
は

る
か

に
超

え
る

国
保

料

（
税

）
が

大
き

な
問

題
に

な
っ

て
い

ま
す

。

　
い

く
つ

か
の

都
市

で
調

べ
て

み
る

と（
右

表
）、

所
得

2
5

0
万

円
、

自
営

業
、

4
人

家
族

、
4

0
代

夫
婦

、
子

ど
も

2
人

で
、

4
5

万
円

～

5
0

万
円

近
く

、
所

得
の

約
2

割
に

も
達

し
て

い
ま

す
。

　
大

阪
市

で
同

様
の

世
帯

の
生

活
保

護
基

準
額

は
3

2
9

万
円

。

生
活

保
護

基
準

を
は

る
か

に
下

回
る

よ
う

な
世

帯
が

7
割

、
5

割
、

2
割

の
法

定
減

額
の

対
象

に
も

な
れ

ず
、大

変
な

負
担

を
強

い
ら

れ

て
い

ま
す

。
そ

の
こ

と
か

ら
滞

納
世

帯
が

3
6

0
万

世
帯（

総
加

入

世
帯

数
の

1
7

.2
％

）
、

保
険

証
を

取
り

上
げ

ら
れ

た
世

帯
が

1
4

0

万
世

帯
（

同
6

.7
％

）
に

及
ん

で
い

ま
す

。

「
も

う
払

え
な

い
！

」

支
払

い
能

力
を

超
え

る
こ

と
こ

そ
が

問
題

理
由

❶
加

入
者

の
多

く
が

高
齢

者

　
国

保
は

、
世

帯
の

人
数

が
多

い
ほ

ど
国

保
料（

税
）
が

高
く

な
る

仕
組

み
で

、
子

ど
も

の
多

い
世

帯
の

負
担

が
重

く
な

っ
て

い
ま

す
。

均
等

割
で

、
生

ま
れ

た
ば

か
り

の
赤

ち
ゃ

ん
に

ま
で

国
保

料
（

税
）

が
か

け
ら

れ
ま

す
。

子
ど

も
の

均
等

割
は

な
く

す
べ

き
で

す
。

　
ま

た
、

子
ど

も
の

医
療

を
め

ぐ
っ

て
は

、
医

療
機

関
の

窓
口

で
の

自
己

負
担

を
市

町
村

が
独

自
に

軽
減

し
た

場
合

、
国

保
へ

の
国

庫

負
担

を
減

額
す

る
措

置
が

あ
り

ま
す

。
全

国
知

事
会

を
は

じ
め

と

し
て

各
地

方
か

ら
廃

止
の

要
請

が
相

次
い

で
い

ま
す

。
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理
由

❹
子

ど
も

が
多

い
と
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も
そ

も
国

保
料

（
税

）
は

、

  
  
 な

ぜ
国

保
は

高
い

の
？

理
由

❸
都

道
府

県
単

位
化

で
値

上
げ

に
拍

車

・
2
0
2
2
年

度
の

就
学

前
の

子
ど

も
は

１
／

２
に

軽
減

知 っ て ほ し い 、 国 保 （ 国 民 健 康 保 険 ） の コ ト 。0
2

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
3

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
2

被
保

険
者

数
全

体
に

占
め

る
、

6
5

～
7

4
歳

ま
で

の
割

合
が

次
第

に
増

加
し

、
2

0
1

5
年

度
に

は
3

8
.9

％
に

な
っ

て
い

る
。

厚
生

労
働

省
「

国
民

健
康

保
険

実
態

調
査

」
よ

り

市
町

村
の

被
保

険
者
（

7
5
歳

未
満

）
の

年
齢

構
成

　
年

々
高

く
な

る
国

保
料
（

税
）

を
作

り
出

し
て

い
る

主
な

原
因

は
、

国
保

の
運

営
に

対
し

て
国

が
お

金（
税

金
）

を
だ

さ
な

く
な

っ

た
か

ら
で

す
。

　
1

9
8

4
年

の
国

保
法

改
正

に
よ

り
国

庫
負

担
が

削
減

さ
れ

、
国

保
会

計
の

総
収

入
に

占
め

る
国

庫
支

出
金

の
割

合
は

1
9

8
0

年

代
の

5
0

％
か

ら
約

2
5

％
に

な
っ

て
い

ま
す

。
高

い
国

保
料
（

税
）

を
生

み
出

す
構

造
を

回
避

す
る

に
は

、
国

庫
負

担
の

減
額

に
よ

り

加
入

者
に

負
担

と
責

任
が

転
嫁

さ
れ

て
い

る
仕

組
み

、
構

造
的

な

問
題

へ
の

着
手

が
急

務
と

な
っ

て
い

ま
す

。

理
由

❷
国

庫
負

担
の

削
減

※
１

 保
険

料
は

、『
国

民
健

康
保

険
の

実
態

』
各

年
度

版
か

ら
※

２
   「

国
庫

支
出

金
の

割
合

」
は

、
市

町
村

国
保

の
収

入
に

占
め

る
国

庫
支

出
金

の
割

合
。
『

国
民

健
康

保
険

事
業

年
報

』
各

年
度

版
か

ら

年
間

平
均

国
保

料
（

税
）と

国
庫

負
担

割
合

の
推

移

高
す

ぎ
て

払
い

き
れ

な
い

国
保

料

4
0

代
夫

婦
（

妻
の

収
入

ゼ
ロ

）・
小

学
生

の
子

ど
も

2
人

で
給

与
収

入
4

0
0

万
円

・
所

得
2

7
6

万
円

の
場

合
（

2
0

2
2

年
度

）

※
 協

会
け

ん
ぽ

は
同

世
帯

・
同

所
得

の
給

料
収

入
4

0
0

万
円

（
ボ

ー
ナ

ス
な

し
）

の
場

合

千
葉

市
国

民
健

康

保
険

4
4

5
,1

6
0

円

所
得

の

1
6

.1
％

千
葉

県
協

会

け
ん

ぽ

2
3

2
,5

6
0

円

所
得

の

8
.4

％

国
保

料
は

協
会

け
ん

ぽ
の

約
2

倍
の

負
担

額

・
統

一
保

険
料

で
独

自
減

免
の

廃
止

・
法

定
外

繰
り

入
れ

の
禁

止
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「
擬

制
世

帯
主

」
と

は
？

国
保

の
被

用
者

保
険

の
属

す
る

世
帯

で
、

そ
の

世
帯

主
が

国
保

に
加

入
し

て
い

な
い

場
合

で
あ

っ
て

も
、

国
保

税
の

納
税

者
義

務
者

は
世

帯
主

と
な

り
ま

す
。

こ
の

よ
う

な
世

帯
を

擬
制

世
帯

と
い

い
、

世
帯

主
を

擬
制

世
帯

主
と

い
い

ま
す

。

　
国

保
と

は「
国

民
健

康
保

険
」の

略
称

で
、

人
々

の
医

療
を

受
け

る
権

利
を

公
的

責
任

で
保

障
す

る
公

的
医

療
保

険
の

一
つ

で
す

。

そ
の

運
営

の
た

め
に

国
庫

負
担

も
投

入
さ

れ
、

国
の

社
会

保
障

と

し
て

運
営

さ
れ

て
い

ま
す

。
国

保
は

、
自

助
や

相
互

扶
助

で
は

決

し
て

支
え

る
こ

と
が

で
き

な
い

人
々

の
医

療
保

障
を

図
り

、「
受

診

す
る

権
利

」
、「

健
康

に
な

る
権

利
」、

「
生

き
る

権
利

」を
保

障
す

る

た
め

に
、

国
民

す
べ

て
が

な
ん

ら
か

の
公

的
医

療
保

険
制

度
に

加

入
す

る「
皆

保
険

制
度

」の
土

台
と

し
て

整
備

さ
れ

て
き

ま
し

た
。

　
国

保
法

は
、

国
民

の
生

存
権

を
定

め
た

憲
法

2
5

条
に

基
づ

く

法
律

な
の

で
す

。

誰
も

が
必

要
な

医
療

を
受

け
ら

れ
る

社
会

保
障

の
ひ

と
つ

で
す

　
日

本
の

公
的

医
療

保
険

制
度

に
は

ど
の

よ
う

な
制

度
が

あ
る

の

で
し

ょ
う

か
。

年
齢

で
分

け
る

と
2

種
類

、
7

4
歳

ま
で

の
人

が
加

入
す

る
保

険
が

2
種

類
、

7
5

歳
以

上
の

人
が

加
入

す
る

保
険

が
1

種
類

で
す

。

❶
  0

歳
か

ら
7

4
歳

の
人

が
加

入
す

る
保

険
2

種
類

が
さ

ら
に

細

分
化

さ
れ

て
い

ま
す

。

　
  被

用
者

保
険

…
協

会
け

ん
ぽ

、
組

合
健

保
、

日
雇

健
保

、
船

員

保
険

、
共

済
組

合（
国

・
地

・
私

）

 　
国

民
健

康
保

険
…

市
町

村
国

保
、
国

保
組

合

❷
 7

5
歳

以
上

の
人

が
加

入
す

る
保

険
…

後
期

高
齢

者
医

療
保

険

　
  

※
 介

護
保

険
…

4
0

歳
か

ら
6

4
歳

は
第

２
号

被
保

険
者

、
6

5
歳

以
上

は
第

1
号

被

保
険

者
と

な
り

ま
す

。

公
的

医
療

保
険

の
種

類
と

は
？

　
国

保
加

入
者

の
世

帯
主

で
最

も
多

い
の

が
「

無
職

」

4
3

.9
％

、
次

に
多

い
の

が
「

被

用
者
（

労
働

者
）

3
4

.4
％

で
、

合
わ

せ
て

約
8

割
に

も
。

農

林
水

産
業

、
自

営
業

者
の

加

入
者

は
減

少
し

、「
被

用
者

」

の
増

加
は

、
派

遣
な

ど
の

非

正
規

労
働

者
の

増
大

が
影

響

し
て

い
ま

す
。

最
後

の
受

け
皿

、
国

保
加

入
者

の
8

割
が

「
無

職
」

と
「

ワ
ー

キ
ン

グ
プ

ア
」

「
国

保
」

の
目

的
は

社
会

保
障

で
す

っ
て

ほ
し

い
、

0
2

国
保

（
国

民
健

康
保

険
) の

コ
ト

。

知 　
旧

法
第

1
条
（

1
9

3
8

年
）「

国
民

健
康

保
険

は
相

扶
共

済
の

精
神

に
則

り
疾

病
、

負
傷

、

分
娩

ま
た

は
死

亡
に

関
し

、
保

険
給

付
を

為
す

を
目

的
と

す
る

も
の

と
す

」

旧
国

保
法

「
国

保
は

助
け

合
い

」

運
営

も
加

入
も

任
意

　
新

法
第

１
条
（

1
9

5
8

年
）「

こ
の

法
律

は
、

国
民

健
康

保
険

事
業

の
健

全
な

運
営

を
確

保

し
、
も

っ
て

社
会

保
障

お
よ

び
国

民
保

健
の

向
上

に
寄

与
す

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
」

現
在

の
国

保
法
「

国
保

は
社

会
保

障
の

一
環

」

国
民

全
員

が
加

入
対

象
（

他
の

公
的

医
療

保
険

加
入

者
は

適
用

を
除

外
）

国
民

皆
保

険
で

あ
る

た
め

の

大
切

な
条

件
は

、
❶

保
険

証

は
無

条
件

交
付

で
あ

る
こ

と
、

❷
保

険
証

1
枚

で
「

い
つ

で

も
、

ど
こ

で
も

誰
で

も
必

要
な

医
療

が
受

け
ら

れ
る

」
こ

と
、

❸
全

国
一

律
の

公
的

給
付

の

三
つ

で
す

。

国
保
（

市
町

村
）
の

世
帯

主
の

職
業

構
成

の
変

化

知 っ て る よ う で 知 ら な か っ た 、 国 保 の 仕 組 み 。0
3

※
厚

生
労

働
省

資
料

を
基

に
作

成
。

総
数

に
つ

い
て

は
、

実
際

の
総

人
口

数
や

医
療

保
険

適
用

者
数

と
相

違
し

て
い

る
。

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
5

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
4

医
療

保
険

制
度

の
種

類
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 国

保
料

（
税

）
は

前
年

所
得

と
加

入
人

数
で

決
ま

る

▶
 応

能
部

分
…

①
前

年
所

得
に

応
じ

た「
所

得
割

」、
②

土
地

な
ど

の
資

産
に

応
じ

た「
資

産
割

」

▶
応

益
部

分
…

③
世

帯
内

の
国

保
加

入
者

数
に

対
す

る「
均

等
割

」、
④

世
帯

に
対

す
る「

世
帯

割
・

平
等

割
」

　
 ①

～
④

を
各

自
治

体
が

組
み

合
わ

せ
て

国
保

料
（

税
）
を

計
算

し
ま

す
。

　
 均

等
割

は
生

ま
れ

た
ば

か
り

の
赤

ち
ゃ

ん
に

も
か

け
ら

れ
る

国
保

料
（

税
）
で

す
。

　
国

民
健

康
保

険
は

、
被

用
者

保
険
（

社
会

保
険

）
と

の
関

係
か

ら
自

営
業

者
や

無
業

者（
失

業
者

や
年

金
生

活
の

方
）

の
加

入
が

多
く

を
占

め
る

こ
と

は
発

足
時

か
ら

予
測

さ
れ

た
も

の
で

す
。

国

保
料
（

税
）
の

設
定

も「
保

険
制

度
」
が

前
提

な
の

で
「

す
べ

て
の

加

入
者

に
国

保
料
（

税
）
を

賦
課

す
る

」制
度

設
計

に
な

っ
て

い
ま

す
。

　
国

保
料
（

税
）

算
定

は
特

別
な

方
式

が
と

ら
れ

て
い

ま
す

。
被

用
者

保
険

は
、
収

入
に

応
じ

て
保

険
料

が
決

ま
る

の
に（

そ
の

た
め

税
法

上
の

扶
養

家
族

に
は

保
険

料
は

賦
課

さ
れ

な
い

）、
市

町
村

国
保

の
場

合
は

、
医

療
分
（

基
礎

分
）

は
、

あ
ら

か
じ

め
医

療
給

付

費
が

い
く

ら
に

な
る

か
を

予
想

し
て

そ
れ

を
国

保
料（

税
）

と
し

て

国
保

加
入

者
全

員
に

割
り

振
り

ま
す

。
そ

の
上

で
住

民
票

上
の

世

帯
主

に
支

払
い

を
求

め
て

い
ま

す
。

国
保

料
（

税
）

は
分

か
り

づ
ら

い
？

！

　
社

会
保

障
制

度
と

し
て

国
は

低
所

得
者

の
国

保
料（

税
）

を
軽

減
す

る
「

法
定

軽
減

」
制

度
を

設
け

て
い

ま
す

。
総

所
得（

前
年

）

に
応

じ
て「

応
益

割
（

均
等

割
＋

平
等

割
）」

が
軽

減
さ

れ
ま

す
。

　
申

請
は

不
要

で
自

治
体

が
自

動
適

用
し

ま
す

が
、

世
帯

全
員

が

所
得

の
申

告
を

し
て

い
な

い
と

、
こ

の
軽

減
措

置
は

適
用

さ
れ

な

い
の

で
注

意
が

必
要

で
す

。

国
の

法
定

軽
減

制
度

と
は

？
0
3

国
保

の
仕

組
み

。

っ
て

る
よ

う
で

知
ら

な
か

っ
た

、
知

  
  
 国

保
料

（
税

）
は

3
種

類
構

成

❶
 医

療
分（

基
礎

分
）

…
市

町
村

が
支

払
う

1
年

間
の

医
療

給
付

費
の

5
0
％

を
加

入
世

帯
で

割
り

振
る

❷
 後

期
高

齢
者

支
援

分
…

後
期

医
療

の
医

療
給

付
費

の
う

ち
4

割
を

現
役

世
代
（

乳
幼

児
を

含
む

）
の

支
援

金
と

し
て

、
保

険
者

に
割

り
振

ら
れ

て
い

る

❸
介

護
保

険
分

…
国

保
被

保
険

者
の

う
ち

、
4

0
～

6
4

歳
が

対
象

国
保

料
（

税
）
の

計
算

式

⃝
加

入
者（

被
保

険
者

）
の

中
に

4
0

～
6

4
歳

の
方

を
含

む
世

帯

　
❶

＋
❷

＋
❸

の
合

計
額

⃝
加

入
者（

被
保

険
者

）
の

中
に

4
0

～
6

4
歳

の
方

を
含

ま
な

い
世

帯

　
 ❶

＋
❷

の
合

計
額

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

※
 国

民
健

康
保

険
法

第
4

4
条

～
保

険
者

は
、

特
別

の
事

情
が

あ
る

被
保

険
者

で
、

保

険
医

療
機

関
等

に
第

4
2

条
又

は
前

条
の

規
定

に
よ

る
一

部
負

担
金

を
支

払
う

こ
と

が
困

難
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

も
の

に
対

し
、

次
の

各
号

の
措

置
を

採
る

こ
と

が
で

き

る
。（

１
）

一
部

負
担

金
を

減
額

す
る

こ
と

、（
２

）
一

部
負

担
金

の
支

払
い

を
免

除
す

る
こ

と
。

国
保

料
（

税
）

の
減

免
（

7
7
条

）
、

窓
口

負
担

の

減
額

制
度

（
4
4
条

）
を

活
用

し
よ

う
！

減
免

制
度

の
具

体
例

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○
●

○
○

○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○
○

○
○

○
○

●
○

○
○

○

○
○

○
○

○
●

○
○

○
○

○
○

○
○

○

国
保

料
と

国
保

税
の

違
い

と
は

？

　
大

き
な

違
い

は
国

保
料

の
時

効
※
は

2
年

、
国

保
税

の

時
効

は
5

年
と

い
う

こ
と

で
す

。
ま

た
、

国
保

料
の

場
合

は

算
定

方
式

の
み

を
条

例
で

規
定

し
、

具
体

的
な

率
や

額
は

告
示

で
よ

い
と

さ
れ

て
い

ま
す

が
、

国
保

税
の

場
合

は
率

や
額

を
条

例
で

制
定

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

※
時

効
＝

役
所

等
か

ら「
一

定
期

間
」に

請
求

を
さ

れ
な

け
れ

ば
、

納
税

・
納

付
義

務
が

消
滅

す
る

こ
と

。

国 保 の 「 都 道 府 県 単 位 化 」 っ て 何 ？ ど う な る の ？0
4

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
7

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
6
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2

0
1

8
年

か
ら

、
国

保
の

保
険

者（
国

保
の

運
営

主
体

）
が

こ
れ

ま
で

の
市

町
村

に
都

道
府

県
が

加
わ

り
、
都

道
府

県
が

財
政

運
営

の
責

任
を

担
う

よ
う

に
な

り
ま

す
。

　
「

都
道

府
県

で
広

域
化

す
れ

ば
、

ス
ケ

ー
ル

メ
リ

ッ
ト

に
よ

り
国

保
財

政
の

困
難

を
解

決
で

き
る

の
で

は
」と

思
っ

て
い

る
人

が
た

く

さ
ん

い
ま

す
が

、
大

き
な

間
違

い
で

す
。

都
道

府
県

に
国

保
財

政

の
運

営
責

任
を

負
わ

せ
、「

医
療

費
適

正
化

計
画

」
に

よ
る

給
付

費
抑

制
や

、「
地

域
医

療
構

想
」に

よ
る

病
床

削
減

な
ど

の
権

限
を

す
べ

て
都

道
府

県
に

集
中

し
、

一
体

的
施

策
と

し
て

医
療

費
削

減

を
強

力
に

推
し

進
め

る
た

め
の

仕
組

み
づ

く
り

な
の

で
す

。

目
的

は
医

療
費

の
削

減

　
こ

れ
ま

で
の

国
保

運
営

と
の

最
大

の
違

い
は

、
都

道
府

県
が

財

政
を

握
る

こ
と

で
す

。
市

町
村

は
都

道
府

県
が

各
自

治
体

の
医

療

費
水

準
と

所
得

水
準

に
応

じ
て

決
定

し
た
「

国
保

事
業

費
納

付
金

（
納

付
金

）」
を

都
道

府
県

に
1

0
0
％

納
め

る
義

務
を

負
い

ま
す

。

　
国

保
料（

税
）

の
賦

課
の

徴
収

は
市

町
村

の
権

限
で

す
が

、
都

道

府
県

は
各

市
町

村
が

納
付

金
を

納
め

る
た

め
に

必
要

な
「

標
準

保

険
料

率
」「

標
準

収
納

率
」を

示
し

、
各

市
町

村
は

そ
れ

を
参

考
に

保

険
料

率
を

決
定

し
、
住

民
か

ら
賦

課
・

徴
収

す
る

こ
と

に
な

り
ま

す
。

1
0
0
％

納
付

を
義

務
付

け

市
町

村
を

苦
し

め
る

「
納

付
金

」
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0
4

ど
う

な
る

の
？

保
の

「
都

道
府

県
単

位
化

」
っ

て
何

？
国

都
道

府
県

を
縛

る
ツ

ー
ル

、

医
療

費
適

正
化

計
画

と

地
域

医
療

構
想

　
2

0
1

5
年

に
安

倍
政

権
が

強
行

し
た

医
療

保
険

制
度

関
連

法
は

、
国

保
の

都
道

府
県

単
位

化
に

と
ど

ま
ら

ず
、

2
0

2
5

年
ま

で
の

病
床

削
減

目
標

を
示

す
「

地
域

医
療

構

想
」や

、
医

療
費

削
減

目
標

を
設

け
る「

医
療

費
適

正
化

計

画
」を

策
定

す
る

こ
と

を
決

め
ま

し
た

。

　
こ

の
問

題
は

、
医

師
不

足
に

よ
る

病
棟

閉
鎖

や
過

疎
化

な
ど

の
現

状
が

固
定

化
さ

れ
、

医
療

費
抑

制
策

を
都

道
府

県
の

責
任

に
負

わ
せ

る
も

の
と

し
て

大
き

な
批

判
が

沸
き

起
こ

っ
て

い
ま

す
。

国
保

保
険

料
（

税
）
の

賦
課

、
徴

収
の

仕
組

み
（

イ
メ

ー
ジ

）
※

詳
細

は
引

き
続

き
地

方
と

協
議

都
道

府
県

市
町

村
住

民

・
納

付
金

の
決

定

・
標

準
保

険
料

率
の

提
示

納
付

金
の

支
払

い

保
険

料
の

賦
課

・
徴

収

市
町

村
ご

と
の

納
付

金
を

決
定

（
医

療
費

水
準

、
所

得
水

準
を

考
慮

）

都
道

府
県

が
各

市
町

村
が

納
付

金
を

納
め

る
た

め
に

必
要

な
標

準
保

険
料

率
、
標

準
収

納
率

を
示

す

徴
収

し
た

保
険

料
等

を
財

源
と

し
て

納
付

金
を

都
道

府
県

に
支

払
い

標
準

保
険

料
率

を
参

考
に

、
各

市
町

村
が

、
国

保
料
（

税
）
を

決
定

し
、
賦

課
・

徴
収

法
定

外
繰

入
の

解
消

保
険

料
水

準
の

統
一

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 手 遅 れ 死 亡 事 例0
5

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
9

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
8

第８回国保部会21



手
遅

れ
事

例
を

載
せ

る
手

遅
れ

事
例

を
載

せ
る

今 こ そ 、 運 動 を 広 げ よ う 。 ○ ○ ○ ○ ○ ○0
6

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
1
1

安
心

で
き

る
国

保
の

た
め

に
1
0
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国

保
に

は
短

期
保

険
証

1
1

7
万

世
帯

、
資

格
証

明
書

2
7

.7
万

世
帯

も
あ

る
こ

と
が

、
受

診
抑

制
を

生
み

、
治

療
遅

れ
で

死
亡

者

が
生

ま
れ

る
な

ど
の

悲
劇

を
生

ん
で

い
ま

す
。

　
ま

た
、

国
保

料（
税

）
の

滞
納

者
へ

の
制

裁
措

置
と

し
て

の
滞

納

処
分
（

差
し

押
さ

え
、

競
売

な
ど

）
や

、
短

期
保

険
証

、
資

格
証

明

書
発

行
が

さ
ら

に
強

め
ら

れ
る

こ
と

が
懸

念
さ

れ
ま

す
。

短
期

保

険
証

や
資

格
証

明
書

の
発

行
に

は
一

定
の

要
件

が
定

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

滞
納

者
そ

れ
ぞ

れ
の

特
別

な
実

情
や

家
計

事
情

を
踏

ま

え
、
機

械
的

・
一

律
的

な
発

行
を

行
わ

せ
な

い
運

動
が

必
要

で
す

。

※
 短

期
保

険
証

～
有

効
期

限
は

主
に

１
カ

月
～

1
2
カ

月
。

市
町

村
の

窓
口

交
付

の
た

め
、

本
人

に
渡

ら
な

い
保

険
証

取
り

あ
げ

が
増

加
し

て
い

ま
す

。

※
 資

格
証

明
書

＝
国

保
料（

税
）

の
納

付
期

限
が

1
年

を
経

過
し

て
も

な
お

国
保

料（
税

）
の

納
付

が
な

い
場

合
に

交
付

で
き

る
と

さ
れ

、
窓

口
で

1
0

割
を

請
求

さ
れ

ま
す

。
受

診
抑

制
に

よ
る

手

遅
れ

事
例

な
ど

が
問

題
に

な
っ

て
い

ま
す

。

短
期

保
険

証
、

資
格

証
明

書
の

安
易

な
発

行
を

許
さ

な
い

0
6

運
動

を
広

げ
よ

う
。

こ
そ

、
今

2
0

2
4
年

秋
の

制
度

変
更

を
ふ

ま
え

た
解

説
に

修
正

す
る

自
治

体

キ
ャ

ラ
バ

ン

１
国

に
向

け
た

運
動

1
兆

円
の

公
費

投
入

で
協

会
け

ん
ぽ

並
み

の
保

険
料

に
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3
自

治
体

に
法

定
外

繰
り

入
れ

の
低

所
得

減
免

、
子

ど
も

の
均

等
割

減
免

、
収

入
減

の
減

免
を
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国
保

料
を

引
き

下
げ

る
た

め
に

、

次
の

４
つ

の
運

動
推

進
を

・
基

金
と

繰
越

金
の

活
用

・
減

免
・（

例
）
所

得
割

、
保

険
料

に
独

自
控

除

安
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で
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る
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た
め

に
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に
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国
保

料
（

税
）

の
滞

納
処

分
か

ら
身

を
守

る

の
対

策
生

活
費

非
課

税
、応

能
負

担
が

原
則

0
1

日
本

国
憲

法
は

「
生

活
費

に

税
金

を
か

け
て

は
な

ら
な

い
」

「
能

力
に

応
じ

て
公

平
に

負

担
す

る
」

を
原

則
に

し
て

い

ま
す

。
滞

納
は

こ
の

原
則

に

外
れ

た
税

制
に

責
任

が
あ

り

ま
す

。

書
類

は
捨

て
ず

、
必

ず
見

る
0
2

滞
納

を
放

置
す

る
と

差
し

押

さ
え

な
ど

が
進

行
し

ま
す

。

役
所

か
ら

の
督

促
状

な
ど

は

放
置

せ
ず

、
地

域
の

社
保

協

な
ど

に
相

談
し

ま
し

ょ
う

。

権
利

と
し

て
「

納
税

の
猶

予
」
の

申
請

を
0
3

「
納

税
の

猶
予

」（
国

税
通

則
法

4
6

条
） 「

徴
収

猶
予

」（
地

方
税

法
1

5
条

）
を

認
め

さ
せ

れ
ば

差
し

押
さ

え
は

で
き

ま
せ

ん
。

差
し

押
さ

え
の

解
除

も
申

請

で
き

ま
す

。
1

年
以

内
の

分

割
納

付
も

可
能

で
す

。

生
存

権
的

財
産

は
憲

法
に

基
づ

き
保

障
さ

れ
る

0
4

憲
法

2
5

条
は

生
存

権
を

保

障
し

て
い

ま
す

。
生

存
権

的

財
産

の
家

や
預

金
の

差
し

押

さ
え

は
、

憲
法

2
9

条
の

財
産

権
の

侵
害

で
す

。
売

掛
金

や

生
命

保
険

の
差

し
押

さ
え

も

や
め

さ
せ

ま
し

ょ
う

。

差
し

押
さ

え
は
「

換
価

の
猶

予
」
や

「
差

し
押

さ
え

の
猶

予
」
で

解
除

で
き

る
0
5

生
活

の
維

持
を

困
難

に
す

る

恐
れ

が
あ

る
財

産
の

差
し

押

さ
え

は
、

猶
予

ま
た

は
解

除

で
き

ま
す

。（
「

換
価

の
猶

予
」

国

税
徴

収
法

1
5

1
条

、「
差

し
押

さ
え

の
猶

予
」
地

方
税

法
1

5
条

5
）

高
す

ぎ
る

延
滞

税
は

免
除

が
当

然
0
6

延
滞

税
の

免
除

も
主

張
し

ま

し
ょ

う
。「

納
税

の
猶

予
」

が

認
め

ら
れ

る
と

、
延

滞
税

は

4
.3

％
以

下
に

な
り

全
額

免

除
も

可
能

で
す

。（
国

税
通

則

法
6

3
条

、
租

税
特

別
措

置
法

9
4

条
、

地
方

税
法

1
5

条
9

）

差
し

押
さ

え
に

関
す

る
滞

納
者

の
保

護
規

定
の

主
張

を
0
7

「
超

過
差

し
押

さ
え

」や
「

無
益

な
差

し
押

さ
え

」
は

禁
止

さ
れ

て
い

ま
す

。（
国

税
徴

収
法

4
8

条
）

差
押

財
産

の
選

択
は

「
生

計

や
事

業
に

与
え

る
影

響
が

少

な
い

こ
と

を
考

慮
」

し
な

け
れ

ば
な

り
ま

せ
ん

。（
国

税
徴

収
法

基
本

通
達

4
7

-1
7

）

ど
う

し
て

も
払

え
な

い
と

き
は

「
滞

納
処

分
の

執
行

停
止

」
を

0
8

「
滞

納
処

分
の

執
行

停
止

」

を
認

め
さ

せ
ま

し
ょ

う
。（

国

税
徴

収
法

1
5

3
条

、
地

方
税

法
1

5

条
7

）
3

年
継

続
す

る
と

納
税

義
務

は
消

滅
し

ま
す

。（
国

税

徴
収

法
1

5
3

条
4

、
地

方
税

法
1

5

条
7

）
明

ら
か

に
徴

収
不

能
な

場
合

、
納

付
義

務
を

消
滅

で

き
ま

す
。（

徴
収

法
1

5
3

条
5

、
地

方
税

法
1

8
条

１
）

「
納

税
（

徴
収
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予
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予
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よ
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事務連絡２２−３４号 
２０２３年４月２６日 

 
「第１回 国保改善運動学習交流集会」開催のご案内【第１報】 

 
中央社会保障推進協議会 

事務局⻑ 林 信悟 
 
 新型コロナウイルス感染症を２類から５類へ分類引き下げを５月８日から実施されるなか、第９波
ともいわれる感染拡大が広がっています。さらに物価高騰は収まらず、私たちの暮らしや生活はさら
に深刻な状況となっています。今国会では様々な悪法がまともな審議もせずに審議通過していく中で
後期高齢者の保険料の値上げや健康保険証の廃止などが衆議院で通過しています。私たちの生活が一
層深刻になる中で、大軍拡に向けて着々と審議を進めている状況です。そのような情勢のなか、今年
中に総選挙もあるといったマスコミ報道も出ています。 

改めて、いのちや暮らしを守るために国⺠健康保険のそもそもの役割りはなにか、どのようなたた
かいが今後必要なのかを考える場として国保改善運動学習交流集会を開催します。 

 
記 

 
  日 時 2023 年 7 月 16 日（日） 
  場 所 日本医療労働会館２階会議室(収容人数：70 名程度)またはオンライン 

※ オンライン参加者への ZOOM 情報は申込者にお知らせします。 
  参加費 無料 
  申込み 下記、URL または QR コードより６月３０日までにお申し込みください。 
  https://shahokyo.jp/20230716/ 

  登録フォームでは、現地参加かオンラインを確認する項目や報告を希望する項目
を用意しております。 

  登録していただいたメールアドレス宛に、自動返信で登録内容及び ZOOM 情報な
どが送信されます。メールが届かない場合はメールアドレスに間違いがないか確
認していただくか、迷惑メールや受信設定をご確認ください。 

※ 第２報にて企画の詳細などをお知らせいたします。 

 

 

 

以上 
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